
第２回青森県物価高騰緊急対策本部会議

日時：令和５年９月１５日(金）

場所：第三応接室
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最近の物価動向 【資料１】

１ 消費者物価指数の動向

1.891.882.011.711.691.54

-0.48
-0.36

-1.00
-0.65-0.52-0.21

0.340.31

3.13.1
3.0

2.92.92.8

3.94.2

3.5
3.6

3.9
3.63.23.1

2.6

5.2

1.21.41.1
0.80.9

0.5

0.10.0
0.1

100.1 100.0 100.1 
100.4 

100.8 100.6 
100.9 

101.5 
101.9 

102.5 102.6 
103.0 

103.3 
103.6 

104.1 104.0 
104.4 

104.8 104.8 
104.3 104.9 

105.5 
105.6 

106.2 
106.6 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

7月654321121110987654321121110987

2023年20222021

（前年同月比寄与度、上昇率（％））
諸雑費

教養娯楽

教育

交通・通信

保健医療

被服及び履物

家具・家事用品

光熱・水道

住居

生鮮食品を除く食料

生鮮食品を除く総合

（上昇率（％））

生鮮食品を除く総合

指数（右軸）

（指数）

（資料）統計分析課「青森市消費者物価指数」

※2022年4月の上昇は、青森市において前年同月に当該月分の上下水道料金を免除した影響が大きい。

2020年基準 消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）（青森市）
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最近の物価動向 【資料１】

２ 食料品価格の動向
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最近の物価動向 【資料１】

３ ガソリン及び灯油価格の動向

（資料）資源エネルギー庁「給油所小売価格調査」

レギュラーガソリン現金価格（円／リットル）の推移（全国、青森県）

灯油店頭価格（円／18リットル）の推移（全国、青森県）
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最近の物価動向 【資料１】

４ 家計支出への影響

6

名目 実質

消　費　支　出 281,736 -1.3 -5.0 ―

食 料 87,528 5.8 -2.8 -0.81 ＜減少＞魚介類、肉類など

住 居 17,441 -15.4 -18.6 -1.35
＜減少＞設備修繕・維持、

家賃地代

光 熱 ・ 水 道 17,911 -6.7 3.2 0.21 ＜増加＞電気代、ガス代など

家具・ 家事用品 15,397 8.8 0.4 0.02
＜増加＞家庭用耐久財、寝

具類

被服及び履物 10,166 11.3 6.9 0.22
＜増加＞洋服、シャツ・セー

ター類など

保 健 医 療 14,324 -5.5 -7.5 -0.40
＜減少＞保健医療用品・器

具、保健医療サービスなど

交 通 ・ 通 信 40,865 -3.0 -5.1 -0.75
＜減少＞自動車等関係費、

通信

教 育 7,111 -18.8 -19.8 -0.61
＜減少＞補習教育、授業料

等

教 養 娯 楽 28,232 1.9 -2.8 -0.27
＜減少＞教養娯楽用品、教

養娯楽用耐久財など

その他の消費支出 42,760 -6.4 -9.9 -1.59
＜減少＞諸雑費、仕送り金な

ど

費目
金額

（円）

対前年同月

増減率（％）

実質増減率

への

寄与度

（％）

摘要
※実質増減率への

寄与度の大きい項目

消費支出の内訳（2023年7月）
（全国、2人以上の世帯）
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実質増減率（全国、2人以上の勤労者世帯）

（資料）総務省統計局「家計調査」



（１）生活者団体及び事業者団体

（２）４０市町村長

【資料２】

１ 意見聴取先

生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について

２ 意見聴取期間

令和５年７月１２日～８月３０日
7

部局名 団体の種類

総務部 私立学校団体 1団体

企画政策部 交通事業者団体 4団体

環境生活部 生協・衛生・産廃事業者団体 5団体

健康福祉部 福祉・保育・医療・食品関係団体 21団体

商工労働部 商工事業者・労働者団体 10団体

農林水産部 農林水産業生産・事業者団体 105団体

県土整備部 建設・港湾関係事業者団体 9団体

危機管理局 ＬＰガス事業者団体 1団体

観光国際戦略局 観光関係事業者団体 5団体

計 161団体



３ 主な 県への意見・要望

①健康福祉部
【市町村長】
○物価高騰対策支援
・市町村長から子育て世帯へ支援の要望があった。

【事業者団体】
○エネルギー価格高騰対策支援
・令和４、５年度で実施した光熱費高騰への支援を再度実施してほしい。
・県が実施している省エネ設備導入支援の対象事業者を拡充してほしい。
・ガソリンや電気料金の引き下げを国に要望してほしい。
・診療報酬や介護報酬等の公定価格の引き上げを国に要望してほしい。

【資料２】生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について
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３ 主な 県への意見・要望

②農林水産部
【事業者団体】
○エネルギー価格高騰対策支援
・燃料費を助成してほしい。
・免税軽油制度を継続してほしい。
・電気料金の負担を軽減してほしい。
・原木の運搬や流通経費を支援してほしい。

○物価高騰対策支援
・生産の効率化や省力化などコスト低減を図る機械・設備の導入費等に助成してほしい。
・飼料価格高騰対策を継続・拡充してほしい。
・種苗（漁業）の購入代金を支援してほしい。
・地域資源の有効活用を図るため、畜産と耕種農業の連携強化の取組を支援してほしい。
・自給飼料の生産を支援してほしい。

○販売・消費拡大対策支援
・生産コストの上昇分を販売価格に転嫁できるような仕組みが必要。
・学校給食に県産食材を提供してほしい。
・木材需要を喚起する施策に取り組んでほしい。

○物流の2024年問題対策支援
・パレットの導入や洗浄、廃棄処分の経費を支援してほしい。
・パレット輸送に対応するための施設・機械の導入を支援してほしい。
・輸送費の上昇が取引価格に影響しないよう対策を講じてほしい。
・トラック輸送の効率化や現状の問題解決に向けた検討を行ってほしい。

【資料２】生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について
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３ 主な 県への意見・要望

③商工労働部
【生活者団体】
○エネルギー価格高騰対策支援
・ガソリンや電気料金等について支援が必要である。
・水道料金や燃料費への支援、プレミアム商品券の発行をしてほしい。
・県内のすべての企業を対象として支援するよう要請する。
○県経済が好転する施策の実施
・県経済が好転する施策を実施してほしい。

【事業者団体】
○エネルギー価格高騰対策支援
・光熱水費の削減に係る補助を継続してほしい。
・省エネ設備導入の支援をしてほしい。
○収益力（生産性）向上対策支援
・収益の向上に取り組む際の支援をお願いしたい。
・デジタルツール、システム導入などについて支援をしてほしい。
・生産性向上（賃金引上げ、コスト削減）支援施策の充実をお願いしたい。
○価格転嫁に対する支援
・価格転嫁に向けた県内の機運醸成にも取り組んでほしい。
・コスト負担を分かち合える社会の実現に向けた対応をお願いしたい。
○物流の2024年問題対策支援
・業務効率化の取組の後押しや先進的なモデル事例の創出を支援してほしい。

【資料２】生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について
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【資料２】

３ 主な 県への意見・要望

④その他部局
【生活者団体】
○物価高騰対策支援
・物価高騰による家計への影響を軽減するため、電気・ガス・食料品等価格高騰
緊急支援金や地方創生臨時交付金などの支援策の拡充を求める。

・物価高騰に対応するための情報提供や相談窓口などの整備を求める。

【事業者団体】
○エネルギー価格高騰対策支援
・エネルギー関連の価格高騰が落ち着くまで同じような支援が必要。
・灯油に関する供給体制維持のための実効性のある対策を講じてほしい。
・ガソリンをはじめ燃料費の支援をしてほしい。
・今後の除雪作業における影響が懸念されるので配慮してほしい。
○物価高騰対策支援
・引き続き物価高騰を踏まえた事業者の事業継続支援をお願いしたい。
・日常的な消耗品に係る経費への支援をお願いしたい。
・健全で安定した事業継続を図るため、支援金制度の創設などをお願いしたい。
・工事の経費率を上げてほしい。
・一時的なものではなく長期にわたる支援をしてほしい。

生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について

11



【資料２】

３ 主な 県への意見・要望

④その他部局
【事業者団体】
○事業活動支援
・新たな恒常的な支援制度の創設を検討願いたい。
・労働力確保の取組に対する支援をお願いしたい。
・ＤＸ、ＧＸ、生産性向上等の取組に対する支援をお願いしたい。
・検査機器及び設備導入に対する支援をしてほしい。
・光熱費及び省エネ設備転換への支援をしてほしい。
・県から指定管理者に対する委託料の増額を検討してほしい。
・観光業に係る交通事業者や宿泊事業者が安定経営できるまでの支援が必要。
・青森県への誘客を促すことも必要でないか。
○物流の2024年問題対策支援
・生産性向上の推進に向けた支援をお願いしたい。
・「物流革新に向けた政策パッケージ」に協調した施策の実施をお願いしたい。
○子育て支援
・1歳までおむつ代やミルク代を無償化、出産時100万円支給など思い切った政策。

生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について
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【資料２】

３ 主な 県への意見・要望

⑤市町村長
○エネルギー価格高騰対策支援
・電力価格の高騰に対する支援をお願いしたい。
・低圧の電力を利用している事業者にも支援をしてほしい。
・燃料と電気料金に対する支援をしてほしい。
○物価高騰対策
・倒産する企業が増えているため、サポートが必要と考えている。
・資材など必要なもの全てが値上がりし負担となっている。
・全般的なことをしてほしい。
・漁業者に対して、無利子での借入れ等の支援をして欲しい。
・県民にとって分かりやすい、思い切った物価高騰対策をしてほしい。
○物価高騰対策に係る財政支援
・地方創生交付金のような自由に使える交付金の市町村枠があれば助かる。
・何か支援があれば助かる。
・願わくば国等の制度ができて財源充当ができればありがたい。
○物流の2024年問題対策支援
・トラック業界にとっては、対応すれば人件費がものすごくかかる。
・運送業者の燃料代補助について要望があがってきている。
・トラック業界に対する支援について県でやってもらいたい。
・トラック協会から燃料高騰支援に対する要望がでている。
○子育て支援
・子育て支援を実現してほしい。
・小・中・高校生を持つ家庭への支援をしてほしい。

生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について
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【資料２】

４ 主な 国への意見・要望

○価格高騰（電気・ガソリン・ガス・食料品等）対策
・国が責任をもって全国統一的に実施してほしい。
・国において燃料価格高騰抑制に向けた施策の実施をお願いしたい。
・灯油の安定的な供給体制の確保と価格抑制及び安定対策を講じるよう、引き続き国等の
関係機関に働きかけしてほしい。

・原油原材料・食糧価格の上昇や円安に対する国際的な取り組みの強化を求める。
・事業継続を図るため支援金制度の創設をしてほしい。
・スライド条項の取扱いを改善してほしい。

※スライド条項とは、工事請負契約において、特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内
における価格に著しい変動が生じ、請負代金額が不適当となったとき、請負代金の変更を請求でき
る措置。

・電気・ガス価格激変緩和対策事業を継続してほしい。
・電気代や輸送費への補助金があればありがたい。
○物流の2024年問題
・物流の維持・確保に向けた施策の実施や事業継続に資する支援。
・現場の実態を踏まえた制度に整えるよう国に要望してほしい。

生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について
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１ 子育て世帯の暮らしへの支援 50.6億円

 県内全ての子育て世帯に対する応援金（子ども1人当たり3万円）の給付

（主なもの）

 中小企業者等が行う物価高騰や賃金引上げ、物流の2024年問題に対応する取組に

対する支援

 農林水産事業者が行う物価高騰に対応する取組や、事業継続・再生産に対する支援

 観光産業における宿泊施設の生産性向上及び冬季観光需要の安定確保に対する支援

 高齢者、低所得者等をはじめとした全ての住民や地域の事業者に寄り添った物価高
騰対策を実施する市町村に対する交付金

15

５ 令和5年度9月補正予算案 物価高騰対策関連経費 118.8億円

２ 物価高騰に対応可能な事業構造への転換等支援 38.2億円

【資料２】生活者団体・事業者団体・市町村長からの意見聴取結果について

３ 市町村が行う物価高騰対策への支援 30.0億円


